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軟弱地盤上の腹付け盛土に対する
安定性の高い対策工の提案
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Proposal of High-stability Countermeasures Against Construction of Widening of Embankments on Soft Ground
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　The improvement rate of the countermeasures adopted in constructing the second track on the embankment on 
soft ground is determined empirically due to unknown factors such as deformation properties of soft ground.  In 
this study, centrifuge model tests were performed to grasp deformation properties of soft ground for such construc-
tion case mentioned above and to propose a high-stability countermeasure.  Based on the test result, we have pro-
posed a new countermeasure having high horizontal support performance, which combine the deep mixing wall 
type ground improvement and cement-mixed gravel.  The proposed method having the same improvement rate as 
deep mixing has been confirmed able to reduce deformation of the embankment and the surrounding ground.  Fur-
thermore, we have proposed a design method of the proposed countermeasure and shown that the design method 
makes possible to determine improvement rate to meet the required performance and the ground condition. 
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１．はじめに

　鉄道では，長期間供用された単線盛土の複線化工事等

で腹付け盛土を施工する事例が多い。軟弱地盤上の盛土

に対して腹付け盛土を施工する場合，盛土全体の安定性

の低下のほか，軟弱地盤の圧密沈下やせん断変形に伴う

既設盛土の変形，さらには腹付け盛土前面地盤の隆起等

が懸念される。また，腹付け盛土と既設盛土の境界は，

水みち等の弱点になり易く，地震時においては腹付け盛

土が弱点箇所として被災する事例も多い。

　このような変状を抑制するために地盤改良などの軟弱

地盤対策を施す必要がある。この場合，鉄道盛土として

供用されている既設盛土下の軟弱地盤に対策工を施工す

ることは容易ではないため，対策は腹付け盛土施工範囲

下に限定される。

　既往の対策事例としては，腹付け盛土を施工する部分

（既設盛土のり尻部）において，杭形式の地盤改良体を

離散的に造成する杭式改良を行うことが多い（図 1 参照）
１）。この場合，地盤改良体は鉛直荷重だけでなく，腹付

け盛土による水平荷重を受けるが，このような偏荷重を

受ける地盤改良体には，全体安定としての滑動変位と改

良体のせん断破壊だけでなく，改良体の曲げ破壊や改良

体自身の転倒等の破壊モードが複合的に発生する場合が

あると考えられているが，それらの挙動や対策工の効果

については十分に解明されていない。そのため，実務設

計においては対策工（地盤改良）の改良率を定量的に決

定することができない問題がある。

　そこで本研究では，深層混合処理工法等の固結工法を

適用するような軟弱地盤を対象に，模型実験により腹付

け盛土を施工した場合の盛土体および軟弱地盤の挙動の

評価と既往の対策工の効果を検証した。また，模型実験

結果から，合理的な対策工を提案し，設計手法の構築と

試設計を実施した。

図１　鉄道複線化工事における腹付け盛土施工に伴う
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２．軟弱地盤上での腹付け盛土施工の影響と既

往の対策工効果

　模型実験で軟弱地盤や盛土体の変形挙動の評価およ

び対策工の検証を行うためには，軟弱地盤の圧密過程を

できる限り実現象と合わせる必要がある。実現象での軟

弱地盤の圧密過程は数年～数十年のオーダーで進行する

ため，本研究では，模型地盤に遠心加速度を作用させて

自重を増加させた状態で実験を行う遠心模型実験によっ

て腹付け盛土の施工を模擬した。また，軟弱地盤上の腹

付け盛土においては地震時の被害が多かったことを勘案

し，L1 地震動を想定した加振実験を実施した。ここで

は腹付け盛土施工試験についての詳細を示す。加振実験

についての詳細は参考文献２）を参照されたい。

2. 1　実験条件

2. 1. 1　実験模型概要

　図 2 に実験模型の概要図を示す。遠心模型実験は最大

50G 場で実施するため，模型は実際の寸法の 1/50 で作

製している。なお，本研究における各図表には遠心模型

実験における模型寸法に合わせて実物換算（50 倍）し

た値を示しており，以降は実物換算値で整理して記す。

　軟弱地盤は排水層の上にカオリン粘土で作製した。既

設盛土は，鉄道盛土として標準的な高さである 6.0m 程

度を想定し，腹付け盛土は，長年供用されている既設盛

土に比して良質で単位体積重量の大きい盛土材料が使用

される場合が多いため，それを勘案して既設盛土に対し

て乾燥単位体積重量が大きい盛土材料を用いた。

　既往の対策工として，一般的に用いられている杭式改

良と，杭式改良と地山補強材を併用した対策工の対策工

効果を検証した。杭式改良は既設盛土のり尻端部から

3.0m の範囲に改良率が 30% 程度となるように杭径 1.0m
の柱状体を配置（線路直角方向に 1.5m 間隔で 2 列，線

路方向に 1.7m 間隔）し，地山補強材は直径 250mm の

全ネジを水平間隔 2.0m で 2 段（上段：長さ 5.0m，下段：

長さ 7.5m）配置した。

2. 1. 2　実験条件

　遠心模型実験は，国立研究開発法人　港湾空港技術研

究所が所有する遠心模型実験装置 MarkⅡ３）で実施した。

　遠心模型実験では，遠心載荷を 2 回に分け，遠心加速

度を最大 50G まで段階的に上昇させた。実験手順につ

いては，「①遠心場における既設盛土の自重圧密試験（遠

心載荷 1 回目）」により既設盛土下の軟弱地盤の圧密を

促進させたあと，一旦重力場（1G 場）に戻し，その後

「②遠心場における腹付け盛土の施工試験（遠心載荷 2
回目）」を実施した。なお，図 2（b）と図 2（c）の既往

の対策工を模擬した実験では，①の試験後に重力場（1G
場）で対策工を施工した。

図２　実験模型概要図
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　計測は，腹付け盛土施工時の変形（即時変形）および

その後の圧密過程で生じる変形（圧密変形）に伴う軟弱

地盤中の間隙水圧，既設盛土および地盤の変位，土圧等

について行った。また，画像解析によって実験模型内に

設置した標点の 2 次元変位量を計測した。

　実験模型および実験条件の詳細は参考文献２）４）５）を

参照されたい。

2. 2　実験結果

2. 2. 1　腹付け盛土施工による盛土体および軟弱地盤の

挙動の検証

　図 3 に腹付け盛土施工時の模型の変形状況を，表 1 に

画像解析により算出した軟弱地盤の代表箇所の変位量を

示す。図 3 から，腹付け盛土を含めた盛土直下の軟弱地
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盤は，腹付け盛土の施工によって弓なり状に変形し，特

に上載荷重が大きい既設盛土のり尻（図 3 中の A）付近

で変位量が大きく，腹付け盛土前面の軟弱地盤表層部（図

3 中の B）においては 135mm 程度の隆起が確認された。

　図 3 および表 1 a）から，腹付け盛土直下の軟弱地盤

（図 3 中の標点 62）は，腹付け盛土施工に伴う即時変形

で鉛直方向に 230mm 程度沈下し，水平方向に 238.5mm
程度押し出されるような変位が確認された。また，その

後の圧密変形での変位量を加算した累積変位量では，鉛

直方向に 420.0mm 程度沈下し，水平方向に 279.0mm 程度

押し出されている結果が得られた。これらの結果から，軟

弱地盤上で腹付け盛土を施工する際の対策工には，腹付

け盛土荷重による鉛直変位を抑制するだけではなく，水平

変位に対しても抑制する必要があることが確認された。

　また，腹付け盛土のり尻付近の軟弱地盤（図 3 中の標

点 22）においても，腹付け盛土直下の軟弱地盤と同様

の水平変位を示すことを確認した（表 1 b）参照）が，

鉛直方向の変位については即時変形で 71.5mm 程度隆起

する現象が見られた。その後の圧密変形における鉛直方

向の変位を加算した累積変位量が 45.5mm 程度の沈下

であり，腹付け盛土直下の標点 62 より小さいことから，

鉛直方向の変形を抑制することを目的とした軟弱地盤対

策を行う場合には，できるだけ既設盛土のり尻に近い領

域で行う方が効果的であることがわかった。

　その他，既設盛土天端においては約 50.0mm 程度沈下

し，その後の圧密変形でさらに約 65.0mm 程度沈下して

いることから，腹付け盛土の施工に伴い既設盛土が連れ

込み沈下することが確認された。

2. 2. 2　既往の対策工による対策効果の検証

　図 4 に既往の対策工として実施した杭式改良と地山補

強材を併用した工法における腹付け盛土による圧密完了

後の模型の変形状況を示す。

　無対策の場合と既往の対策工を施工した場合での変形

状況を比較してみると，地山補強材により既設盛土部の

変形量を若干低減できているものの，顕著な効果は確認

できなかった。また，杭式改良と地山補強材を併用した

実験における実験終了後の模型解体の様子を図 5 に示

す。図から明らかなように地盤改良体が傾斜している。

これは，離散的に配置された地盤改良体に対して腹付け

盛土のような偏荷重が作用する場合，軟弱地盤の側方移

動に対する効果が限定的であったためである。

　以上のことから，腹付け盛土施工に伴う周辺地盤の変

形を低減するためには，軟弱地盤の側方移動に対する高

い抵抗力が必要な事がわかる。

図３　腹付け盛土施工時の変形状況（無対策）

図４　腹付け盛土による圧密完了後の模型の変形状況

（杭式改良 + 地山補強材）

表１　腹付け盛土施工に伴う軟弱地盤の変位量の

実寸換算値　　　　　　　　　　　

a）腹付け盛土直下（標点 62）の変位量（単位：mm）

即時変形 圧密変形 合計値

水平

変位
-238.5 -40.5 -279.0

鉛直

変位
230.0 190.0 420.0

b）腹付け盛土のり尻（標点 22）の変位量（単位：mm）

即時変形 圧密変形 合計値

水平

変位
-277.5 -42.0 -319.5

鉛直

変位
-71.5 117.0 45.5

＊水平変位は右向きが正，鉛直変位は下向きが正

腹付け盛土

腹付け盛土

標点62
標点22

拡大図
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３．壁式改良とセメント改良礫土スラブを併用

した提案工法による対策効果の検証

3. 1　提案工法の概要および実験条件

　既往の対策工の実験結果から，腹付け盛土施工に伴う

地盤の変形挙動は水平方向に卓越していること，離散的

に配置された杭式改良は水平方向の支持性能が限定的で

あることが確認された。そのため，杭式改良と同等の改

良率で水平方向の支持性能を向上させるためには，離散

的な配置ではなく，地盤改良体の曲げ抵抗を高めること

が可能な改良形式が必要であることがわかった。

　水平方向の支持性能に優れている対策工として，杭形

式の地盤改良体を，互いにラップまたは接するように配

置し，対策範囲全面を改良するブロック式改良等が挙げ

られるが，これらの工法を線路延長に渡って施工する場

合，工費が高くなる場合が多く現実的ではない。そこで，

本研究では図 6 に示すように，地盤改良体を柱列状に配

置して壁形式とした壁式改良を用いることで水平方向の

支持性能を高めることとした。

　しかしながら，壁式改良の改良率を杭式改良と同等に

した場合，地盤改良体の間隔が杭式改良に比べて広くな

るため，地盤改良体の間に施工される腹付け盛土が線路

延長に渡って不同沈下する可能性がある。そこで，粒度

調整砕石をセメント安定処理した材料と面状補強材（ジ

オテキスタイル）で構成されるセメント改良礫土スラブ

を地盤改良体上に設置することで，地盤改良体間の腹付

け盛土の不同沈下を抑制することとした。セメント改良

礫土スラブは軟弱地盤や液状化地盤上での盛土構築に採

用されており，詳細は参考文献６）を参照されたい。

　軟弱地盤，既設盛土および腹付け盛土の作製方法や盛

土材料，実験条件は無対策や既往の対策工の実験と同一

である。壁式改良は，直方体の改良体（幅 0.85m，奥行

図５　実験後の地盤改良体の変位状況

（模型解体時，杭式改良＋地山補強材）
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き 3.3m 間隔）を用い，腹付け盛土施工範囲（5.0m）に

おける改良率が従来工法（杭式改良）の一般的な改良

率である 30% と同等以下になるように設置した。また，

セメント改良礫土スラブは実施工を勘案し，2mm ふる

い通過試料にセメントを添加したセメント改良礫土に

ポリエステル系の面状補強材模型を 2 枚敷設して作製

した。

図６　提案工法の概要図

図７　腹付け盛土施工時の変形状況（提案工法）

図８　腹付け盛土施工に伴う軟弱地盤の変位量の

　　　実寸換算値（上段：標点，下段：変位計）
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3. 2　提案工法による対策工効果の検証

　図 7 に腹付け盛土施工時の模型の変形状況を，図 8 に

既設盛土天端の変位量と図 7 内に示す標点の 2 次元変位

量を画像解析から算出した結果と，既設盛土天端の沈下

量および腹付け盛土前面地盤の隆起量を変位計で計測し

た結果を示す。

　標点の変位量に着目すると，腹付け盛土下の標点 62
では，無対策時と比較すると提案工法では鉛直変位の低

減効果は限定的であるものの，水平変位は約 1/2 に低減

された。それに対して腹付け盛土前面地盤の標点 22 で

は，無対策と比較すると水平変位が約 1/4，鉛直変位が

約 1/2 に低減された。このことから，本提案工法は水平

方向の支持性能に優れた工法であることが確認された。

　また，腹付け盛土施工時の変形量を無対策の場合と比

較すると，既設盛土天端の沈下量は約 1/2 に抑制されて

おり，さらに，腹付け盛土前面地盤の隆起量は約 1/4 に

抑制されていることから，提案工法による既設盛土の変

形抑制効果が確認された。なお，提案工法の場合，実験

終了後の模型解体時においても，改良体の転倒や改良体

間の軟弱地盤の中抜けは確認できなかった。

４．提案工法の設計手法の検討と試計算結果

4. 1　提案工法の設計手法

　遠心模型実験から，本提案工法は壁式改良上のセメン

ト改良礫土スラブが腹付け盛土荷重を壁式改良に有効に

伝達し，地盤改良体と地盤改良体間の未改良地盤が一体

となって鉛直・水平作用および円弧すべりによるせん断

破壊に抵抗していることを確認した。

　本提案工法の設計フローを図 9 に示す。前述した抵抗

メカニズムを踏まえて，本提案工法の設計では，セメン

ト改良礫土スラブが腹付け盛土荷重に対して破壊しない

こと，地盤改良体と未改良地盤からなる複合地盤が一体

となって複合地盤の安定（鉛直支持，滑動，転倒）およ

び円弧すべりの照査を満足することを照査することとし

た。なお，複合地盤とみなす条件（前提条件）は，地盤

改良体間における未改良地盤の中抜け（抜け出し）が生

じないことを照査することとした。

　また，遠心模型実験においては，腹付け盛土の偏荷重

によって，地盤改良体底面端部に大きな地盤反力（以下，

端趾圧）が作用することを確認したため，地盤改良体の

照査においては支持地盤が破壊されないことを前提に端

趾圧に対する照査を実施することとした。

　図 10 に本提案工法における複合地盤へ作用する土圧分

布の模式図を示す。腹付け盛土施工前の状態では，既設

盛土荷重による軟弱地盤の圧密が十分に進行しているこ

と，対策工が既設盛土のり尻付近に構築され，既設盛土

荷重が複合地盤に与える影響が少ないことを条件に，腹

付け盛土荷重のみを上載荷重として考慮する。本提案工

法の設計手法に関する詳細は参考文献７）を参照されたい。

4. 2　提案工法の試計算

　実施工を想定した試設計を，盛りこぼし盛土による腹

付け盛土と盛土補強土擁壁による腹付け盛土に対して実

施した。盛土高さについては 6.0m で，盛土支持地盤は

層厚 10.0m の N=2 程度の軟弱地盤とした。図 11 に試計

算の検討モデルを示す。試計算の結果，提案工法の改良

図９　提案工法の設計フロー

図 10　複合地盤に作用する土圧分布

⑧改良領域を複合地盤と見なした際の
滑動安定・転倒安定の照査

⑨改良率・改良強度を考慮した
盛土支持地盤の円弧すべり法による安定の照査

⑩セメント改良礫土スラブの照査
■部材の破壊（上載荷重による曲げ）
■滑動安定（地盤改良体上での水平安定）

Start

①腹付け盛土による増分荷重の算定

④未改良地盤の中抜けに対する抵抗力の算定

⑤未改良地盤の中抜けの照査
■算定法
［②－③ / ④≦1.0］

⑦地盤改良体（端趾圧・水平せん断）の照査
■端趾圧の照査項目
［⑥の最大地盤反力度 / 圧縮強度≦1.0］

⑥地盤改良体底面直下の支持力の照査

②地盤改良体・未改良地盤に作用する主働土圧の算定

End

③地盤改良体・未改良地盤に作用する受働土圧の算定

端趾圧

③pP
（受働土圧）

②⊿qの算定では，点
線部分の腹付け盛土
自重を控除する。

＋

①支持地盤の土被り
による土圧

②腹付け盛土自重(⊿q)
による増分土圧

①+②pA（主働土圧）

※ただし，既設盛土の自重は含めず

腹付け
盛土

セメント改良
礫土スラブ

地盤改良体
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図 11　試計算検討モデル

率は盛りこぼし盛土の場合で 30.0%，盛土補強土擁壁の

場合は改良率 32.7% と両試計算ともに従来工法と同等

の改良率で安定および部材，円弧すべりの照査を満足す

る結果となった。なお，両試計算における提案工法の改

良率，改良強度については，改良率が「セメント改良礫

土スラブの部材の破壊（地震時以外）」で決定し，改良

強度が「端趾圧（L1 地震時）」で決定している。

　これらの結果から，本提案工法の場合，偏荷重に対し

て明確な性能を持った改良地盤を合理的に構築すること

が可能となり，さらに今までは不可能であった要求性能

や地盤条件に応じた改良率の決定ができることがわかる。

５．まとめ

　軟弱地盤上の腹付け盛土施工に対する安定性の高い対

策工の提案を目的に遠心模型実験を実施し，水平方向の

支持性能の高い新しい対策工を提案した。さらに，遠心

模型実験の結果を踏まえた提案工法の設計手法の検討お

よび試計算を実施した。

　以下に，得られた知見について述べる。

（1） 杭式改良を対策工として模擬した遠心模型実験よ

り，地盤改良体に偏荷重が作用する場合，水平作用

によって改良体が傾斜する可能性があることを確認

した。このことから，軟弱地盤上で腹付け盛土を施

工する際の対策工には，高い水平方向の支持性能が

必要であることが分かった。

（2） 高い水平方向の支持性能を有する地盤改良工法とし

て，壁式改良とセメント改良礫土スラブを併用する

工法を提案した。実験の結果，提案工法は地盤の水

平変位量を 1/4 に，盛土体の沈下量を 1/2 に低減可

能であることが確認され，さらにセメント改良礫土

スラブの効果により，地盤改良体間における盛土の

不同変位が抑制されることを確認した。

（3） 提案工法の設計法を提案し，実際の腹付け盛土施

工による偏荷重を想定した提案工法の試設計を行っ

た。これにより提案工法による改良率を定量的に算

定できるようにになった。

　これらの結果から，本提案工法は軟弱地盤上の腹付け

盛土施工において有効な対策工になり得ると考える。
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